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1.は じめに
2006年5月1日か ら新 しい 「会社法」の施行をみることとなった。 このところ20年近 くに及
んで手がけられて きていた商法,特 に株式会社にかかわる部分の改正作業は行われてきていた
のであるが,こ の度わが国でははじめて商法か ら 「会社法」が独立 したことになる。全文979
条からなるそのほとんどが株式会社にかかわる条文であるにも拘わらず,株 式法 株式会社法
ではなく 「会社法」である。われわれが研究の対象 とする現代企業がす ぐれて株式会社形態を
とって活動 していることからも,そ の本質を明らかにする上で改正されたその内容について,
「会社法」そのものについてその内実を明らかにしてお く必要があると思われる。事実 一連
の改正作業がなされてそれが実施されてい く度毎に,こ の部分はいったい何 を意味するのであ
るのか,株 式会社 とはいったい何か,幾 度 となく考 えさせ られる場面に遭遇 した。「1円会社」,
「1人会社」の法認はその典型的な例であろ う。株式会社はす ぐれて資本会社である。資本 に
こそ信用の基礎 をお くのが株式会社である。それが資本金1円でも設立できるとは。「1人会社」
は社団性の否定ではないのか。それは明 らかに株式会社の否定である。経済活動 を営むなかで
株式会社が歩んで きた歴史をみれば 結局はこの資本を積み重ねる作業 を通 じて,信 用 をつ く
り,企業活動 を活発にし,今 日の隆盛をみるに至ったのではなかったのか。数ある企業形態の
中で株式会社が持っていた特質 本質は何かと問いかけていけば,こ の資本の蓄積によって得
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た信用こそ基礎に して,発展 してきたのではなかったのか。声を大にしていいたい。
そ して 「1人会社」。共通の志 を持つ者同志が資金,元 手を出 し合 って仕事 をしようではな
いか。1人ではない,何 人かの人間が寄 り添って事業 を営む,自 然人を前提にした うえで。そ
れゆえに与 えられた社団性,資 本会社 に与えられた法人格ではなかったのか。数人の共通の目
的をめ ざす,1人 だけの意思や資金だけでな しに,も っと大 きくビジネスのス ター トを切る。
それが現実 にあって,全 くの形式的要件に堕 していった時,形 骸化 した時,そ こに形式を離れ
た 「1人会社」の可能性 をみたのであろうか。それでもなお疑問は残る,消 えない。社団性は,
法人格は,こ の 「1人会社」「1円会社」に付与するに妥当するのかどうか,と 。
勿論 毎 日経済活動にかかわって企業活動 を行っている企業が法形態 としての株式会社形態
をとっていることを終始意識 して企業活動を行っているわけではない。順調にその業務が遂行
しているかぎり,強 く意識することではない。だが,今 日の企業活動にあってはそれ自体 とて
強 く社会性が求められているのが現実である。社会生活 を営んでいるわれわれにとって社会的
なルールや法律 を守ることが求め られているように,そ れは企業 とて何 ら変 るところではな
い。かえって,そ の社会的影響力が大きいゆえに,き びしく守ることは求められているといっ
てよいのではないのか。 コンプライアンス(法 令遵守),製造物責任,環 境保護などはその延
長線にあるといってよい。であればなおのこと今回の 「会社法」についてはわれわれとて関心
をもたざるを得ないのではないのか。何 よりもその内実 を知 りたい。さらにいえば,生 身の自
然人ではない法人に,果 して生 きている人間と同等 の倫理性を求めることができるのであろう
か。果 して企業=株 式会社 を善悪の判断のできる主体 と考えてよいのであろうか。私ははっき
りいって否定的。組織人格に倫理性 を求めることはできない,と 。対処できるのは罰則ではな
いのか,と はっきりといいたい。
何故企業不祥事はたえないのか。勿論 そのなかには当初全 く予期できなかったゆえに生 じ
たとい うケース もある。だが,そ の多 くはしっか りとした対応をとっていれば防ぐことが,未
然に防止することができたケースではないのか。.それでも何故生 じたか。それが組織の倫理性
の欠如によるものであるとするのであれば,そ れははじめか ら求めて無理だったのではないの
か,と いいたい。倫理性は生身の人間にこそ求めることがで きても,果 して組織人格 としての
株式会社その ものに,さ らにその中で終始組織人であることが求められている者にまで果 して
どこまで倫理性 を求めることができるのか,と 。その組織の中に放 り込 まれている人間に,組
織人として生 きることを求められている彼 ら彼女らに,そ の組織のメンバーに,組 織 目的 と切
り離 して,彼 らに何処までその人間としての倫理性を問うことができるのかといいたい。むし
ろ組織 目的その もの と結びついた組織それ自体にペナルティーを課さないか ぎり,根絶す るこ
とは難 しいのではないのか。 したがって,私 はここで組織 に向かって安易 に倫理感を振 りまわ
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すことには,も っと慎重であるべきだ,と いいたい。そして,組 織にはペナルティーこそ重い
有効 な対処の仕方であるといいたい。
た しかに問わなければならないテーマに今 日では企業倫理が今 日の企業には大 きくかかわっ
ていることは明 らかである。多発 しす ぎる感がある。何がそれを生み出しているのか問 うべ き,
究明すべ きだろ う。だが,こ こでは新 しく組み替えられた制度的な枠組み ともい うべ き会社法
に検討を加 えたい。現代企業 とかかわって素朴な疑問を投げかけてみたい。
2.2006年 「会社 法」(1)
「会社の設立,組 織,運 営及び管理については,他 の法律に特別の定めがある場合を除くほ
か,こ の法律が定めるところによる」(趣旨)と 付 されたこれが 「会社法」の第1条である。
.第2条の(一)項 で会社について取 り上げ.そ の対象に 「株式会社,合 名会社,合 資会社又は
合同会社をいう」 としている。個人企業,組 合以外,こ の会社の中に含んでの 「会社法」であ
る。疑問はここから始まる。本質を異にする企業形態を一緒にして 「会社」 とはどういうこと
なのか,と 。そ して第1条にはその法律の本質にかかわる重要 な部分があがって くるのではな
いのか。それは前文とで もいうべ き内容ではないのか。 ここには何 もない。
第2条では,こ の法律が以下で対象 としている部分について 「用語の意義」について言及 し
ている。先 にふれた会社以外 に,外 国会社,子 会社,親 会社,公 開会社,大 会社,取 締役設置
会社,監 査役設置会社,監 査役会設置会社,会 計監査人設置会社,委 員会設置会社,さ らに続
く。種類株式発行会社。ここまでみてきた項 目が株式会社 にかかわっていることをみれば,何
故,会 社の中に合名会社,合 資会社 をも含んだのか。この項 はさらに及 んで34にまで続 く。
少 し戻れば,第2条,六,大 会社 にかかわる分類基準で,イ,の 部分に 「資本金 として計上 し
た額が5億円以上であること」。 これがこの法律の中に出て くる資本金 という言葉の最初であ
るが,こ の条項ではこの資本金は株式会社そのものを問うことと結びついて出てきているわけ
ではない。
「会社は,法 人 とす る」法人格への言及が第3条に出て くる。これは民法第35条 「①営利を
目的 とする社団は商事会社設立の条件 に従いこれを法人となす ことを得」 によってお り,会社
はすべて営利社団法人 となる。合名会社,合 資会社にも日本では依然 としてというべきか,法
人格を与えているのである。ここですでに 「無限」責任と 「有限責任」が切れている,と いう
べ きか。全 く同 じ扱いなのだ。企業活動を営 むうえで誰がその経営に携わっているか。その人
に信用の基礎をお く合名会社 と合資会社。 さらに個人企業 とて同様である。だが,そ こでは事
業にかかわる利益も本人たち,直 接,間 接関与する人々にかかわって くるが,責 任の負担 も,
リスクとて生 じた場合には,直 接事業にかかわった分のみにとどまらず個人,当 人の財産を投
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げ うってで も補 填 しなけれ ばな らない。 それが経済 活動上 での責任 である。負 った負債 か らは
逃れ る ことが で きない,と い う性 質の責任 で ないの か。そ のか ぎ りわれわれ社会生 活 を営 んで
い る一般 の人 々 と少 しも変 りない存在 とい ってよい。・これ ぞ厳 しい約束 ごとで はないの か。 む
しろ,有 限責任 であ るこ とをその組織 の特徴 としてつ く り出 し,人 間,自 然人 と別個の存在 で
あ る組 織体 であ る こ とが 明 らかに な った と き,法 律上 の 人格 をその団体,組 織 に与 え よ うと
なっ たので はないのか。この峻別 は重 要 である とい いたい。概 念 を曖 昧 に規定 して使 うことは,
明 らか に乱 用,混 乱 を招 くこ とに な る。 ドイ ツの株式 法 に よ りなが ら,1899(明治32)年 に
作 られ た 日本の 商法の こ こにか かわ る規定 は,は っ きりとちが いがあ る点 であ る。 人間 に信 用
の基 礎 をお く合名会 社,合 資会社 に は,ド イ ッで は法 人格 は与 えてい ない。 む しろ,無 限責 任
ゆえそ れが当然 では ないのか。会社 とは何 か,会 社 を どう定義 し,規 定 して以下 の条文 をみ て
い こ うとす るの か。 そ の最初 に きた のが,法 人 とす る(3条),こ の一 言で あ る。 明 らか に唐
突 で はないのか。 この一言 で読 む者 には,そ れが営利社 団法人 であ るこ とを類推 しなけ ればな
らないの であ ろ う。異 も唱 えた くな る。財 団法人だ ってあ るの では ないのか,と 。 だが,条 文
26条で 定款 の作 成が 入 って くる と,こ こは 明 らか に社 団法 人 を対象 と して いる とみ てい くこ
ととなる。社 団性,財 団性 ゆ えの 法人で はないのか。
ス イス株 式会社 法(1992年改正)は その総則,概 念 で,次 の よ うに規定 してい る。620条1。株
式会 社 は固有 の商 号(eigenerFirma)をもつ会社 であ って,そ の会社 はす べて 固定 した予 め
定 め られ た資本(株 式資本一Aktienkapital一)を多 くの分 割 した額(株 式)に 分 け,且 つ会
社債 務(Verbindlichkeiten)につ いては,会 社財産 をもってのみ責 任 を負 う もの をい う。2.株
式 は定款 に定め られ た行 為 にのみ義務 を負 い(Verp且ichtet),会社 の債 務 について は,人 的責
任 を負 わ ない。3.株 式会社 は,営 利 目的 以外 に もまた設 立す るこ とが で きる。iこ れ は明
らか に,ド イ ッの株 式法 に近い。
同様 に ドイ ツについて もみてお きたい。
株 式 法1条 は 「(1)DieAktiengesellschaftisteineGesellschaftmiteigner
Rechtspers6hnlichkeit.FurdieVerbindlichkeitenhaftetdenGlaubigernnurdas
Gesellschaftsverm6gen.(2)DieAktiengesellschafthatinAktienzerlegtesGrundkapital.」2)
「(1)株式会社 は固有の法 人格 を もつ会社 であ る。会社 の義務 につい ては会社 財産 のみが債権
者 に責 を負 う。(2)株式会社 は株 式に分 たれた資本 を有す る。」3)
ここで もはっ き りと株 式会社 に法 人格 を認め ている。そ れ以上 に,第1条 で株 式会社 が負 う
義務 わか りやす くい えば払 わなければ な らない債務 について会社 の財産 のみが,そ れのみ が
そ の債権者 に対 して責任 を負 うと してい るこ とであ る。会 社財 産につい て資産 とい う訳が,よ
り正確 には純 資産 が と理解 すべ きであ ろ う。 最初 にこの点 につ いて明確 に してい る ことに注 目
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したい。 さらに,株 式 とは何か,そ の株式につい てそれは細分化 された状態か らなる資本,
「
Grundkapitalとしていることである。株主はその細分 された資本の一部を保有する持主であ
る。それが株式ではないのか。
そ して第2条は,発 起人の数について規定 している。「AndieFeststellungdes
Gesellschaftsvertrags(derSatzung)mUssensichminsdestensfUnfPersonenbeteiligen,
WelchedieAktiengegenEinlagenUbernehmen.」4.「会社契約(定 款)の 確定には,出資を
為 して株式を引受ける者少な くとも5名が参加することを要する。」5)こ こでは明 らかに発
起人が複数であることにこだわっていることをみてとることができる。明らかに発起人は自然
人である。そこでの社団性で もあろう。何故この国ではい とも簡単に 「1人会社」を容認 した
のであろうか。それほどまでに,危 険 を冒してまでもベ ンチ ャー・ビジネスに期待をかけたの
であろうか。景気 を刺激する起爆剤 と受けとめたのであろうか。成熟 した社会でそれは想定す
べきことか と敢えていいたい。 自然人,1人で起こす事業 に対 して,会 社 という名称 を与える
ことす ら問題なのではないのか。それ とも設立主体 としての法人を想定 してのことか。「1人
会社」は 「1法人会社」もさすのか。それは現に存在 している。それを指 してのことか。いつ
か らこの国はこのようになんで もあ りの状態になって しまったのであろうか。会社 とい う言葉
を使 うことさえ,も っと慎重 さが求められてしかるべ きであろう。ことは経済活動 にかかわる
貸借関係はいってみれば日常茶飯事。そういう状況の中にあって もお互いにいやな思いをする
ことなくビジネスをスムースに,公 平に保つことではないのか。原点はいつ も信用である。貸
借関係のすべてが現金決済されるわけではない。たえずビジネスにあっては,慎重 にもこの信
用の裏付けを求め,確 認 し合っているのではないのか。それ以前の1株5万円,発 起人7人以
上を資本金1ρ00万円の株式会社へ と商法改正 した1990年にあってもまだ7人にはこだわって
いた。(有限会社10万円から300万円に引 き上げられたが)そ の後,こ の1ρ00万円も簡単に放
り出したのだ。 日本では 「1円会社」 に2003年に踏み切った。当初はベンチャー・ビジネス育
成のために5年間の制限つきで認め,そ の間に有限会社 を選択するな らば資本金300万円,株
式会社 ならば1.000万円に引 き上げることを条件 としていたのであったが,そ の条件 さえはず
して しまった。2006年5月発効の今回の新 しい 「会社法」 この法制化 を受け入れたのである。
等額株券制,有 限責任,譲 渡 自由,そ れらは資本を細分化 した株式であってこそ,い えること
であって株式会社はこうして,市 場を介 して全 く見ず知 らずの人々からも資金 を集める方式 を
用いることによって,こ の集められた資金 を資本にかえることによって,す なわち,ビ ジネス
に振 り向けることによって大 きく発達 し,信用をもかち得てきたのではなかったのか,と いい
たい。
だが,こ の 「1人会社」,発起人1人でも設立可は新 しい ドイツの株式法で も法認 した。察す
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る ところ考 え られ るの は,会 社 が 全額 出資 で株式 会社 を設 立す る ケース。 法 人が立 ち上 げ る
ケ ースだ。 だが,こ れ とて 自然人 と法 人 との 「届 出」 を同格 に扱 っていい のだろ うか と疑問 は
残 る。その ケー スのほ とん どは子会社 であ って,税 金対策 の性 格が一 つに はあるの ではないの
か。 親会社 の支配下 にあ るそ う した子会 社 は同列 にお けるのか,と いいた い。
新 しい会社 法が制 定 され た ことを うけてそ の背景 と内容 を中心 にま とめ た手 に入れ やすい一
書 「会 社法 入 門」(岩波新 書,2006年4月20日刊)で 著者,神 田秀 樹 は,株 式 会社 の特 質につ
いて 次の5つ にふ れている。(同書,4頁 。以下5-15頁参照)
(ア)出 資者 に よる所有'
(イ)法 人格 の具備
(ウ)出 資者 の有限責任
(エ)出 資者 と業務 執行者 との分 離
(オ)出 資持分 の譲 渡性6)
こ こで も資本 あ るいは資本金 との関係 は何 ら問わ れてい ない,明 らか に され てい ない。 どう
い うこ とか,と 問い たい。
ドイッの株式 法で は,以 下,商 事 会社 と しての株式会社,つ ま り,株 式 会社 は,企 業 の 目的
が 商業 の経営 に存 しない と きに も,商 事会社 と看倣 され る(第3条)。(DieAktiengesellschaft
giltalsHandelsgesellschaft,auchwennderGegenstanddesUnternehmensnichtimbetrieb
einesHandelsgewerbesbesteht)7>株式 法の 中に企業 とい う角語 も明確 に使 われてい る。 し
か も必ず しも商業 活動 にかか わる経 営で な くて も,商 事活 動 とみなす と してい る。 ドイッ経営
学,当 初 にあ っては必ず しもそ の名称が 固 まってい たわけで はないが,い くつかの 名称 の提起
が な され て くる なかか ら私 経済 学Privatwirtschaftslehreを選択 し,さ らにそれ が1910年代 の
半 ば 頃か ら経 営経 済学 に落 ち着 い て くるの だが,そ れ以 来 この名 称Betriebswirtschaftelehre
が使 わ れ,そ の対 象 もほ ぼ個別経 済体 二企業=株 式会社 を選 んでい くこと とな るの であ る。 勿
論,資 本 に信用 の基礎 をお く有 限会社 を含 んでいなか ったわ けではないが,比 較的企 業規模 の
大小 に見合 う形 で会社形 態 を選択 して きた ドイッ型 にあ って は主 たる対象 は株 式会 社 であ っ
た。 続 く4条 で は商号が 取 り上 げ られ,「株 式会社 の商号 は原 則 と してその企 業の 目的 か ら採
らな けれ ば な らない。 その 商号 は 「株 式会 社 」な る指 定 を含 む こ とを要す る。」8)そ して5
条 で本社 所在 地,本 拠地 につ いて は定款 に定め るこ とと,こ の点 につ いて は全 く変 りが ない。
そ して第6条 で資 本 につ い て,「資本 お よび株式 は ドイツマ ル クで の公称 券面 額 にな ってい る
こ とを要 す る。(DasGrundkapitalunddieAktienmOssenaufeinenNe㎜LbetraginDeutscher
Marklauten.)」私 の手元 に あるAktiengesetzは,1993年版。9)今 日で は きっ とユ ーロでの表
示 に な っ て い るは ず。 最低 資本 額50,000ユーロ(約750万 円)有 限会社 は25,000ユーロ(約
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375万円)定 款の絶対的記載事項 として,資 本の額,そ して株式の額面金額(も しあれば)お
よび各額面金額毎の株式数,株 式が複数の種類の株式の場合は,各 種類株式の名称および株式
数が入っている。lo}さらにいえば ドイッの場合,株 式は一般には無記名なので,そ れに関連
する事項 も入っている。
以前は券面額についてもマルク表示で50マルク,ユ ーロ建てになっても券面額をもってい
たが最近改正 した。「会社の資本は,株 式 に分割 される。 当該資本はユ ーロ建で,1株当た り
の最低額面金額 または場合に より,各無額面株式の株式資本組入最低部分を1ユーロとし,
かつ最低資本金の額が50,000ユーロである。株式を額面以下で発行 してはならない。」(有価証
券報告書総覧 「ドイツ銀行 《DeutscheBankAktiengesellschaft》8561。平成15(2003)年度版」
1-2頁)たしかにここにもEU,さ らにはグローバリゼーシ ョンの波は及んでいる。 さらに
例 えばニューヨーク証券取引所への上場,そ れによる上場基準からの規制 もよみ とることがで
きる。ll)
今 日の巨大組織,巨 大事業体はその多 くが株式会社形態をとってい'る。いや国の如何を問わ
ず というべ きであろう。数多 くある企業組織の中で何故株式会社がそれほどまでに大企業向け
に有利 さをもって発達 してきたのであろうか。株式会社が他の企業よ りも勝っていたのは一体
なんであったのであろうか。資本主義経済 と呼ばれる市場経済のメカニズムが機能 している社
会で生 まれ,存 続 してきたのではなかったのか。勿論長い歴史の中で株式会社そのものの在 り
方に修正が加えられ,よ り精緻化 されて完成度の高い組織形態,企 業形態に変質 してきたこと
もたしかである。だが,そ の成立以来,当 初の時から変 らず継承 してきているその変 らざる部
分,本 質は一体何か。それは何 よりも資本会社であることに求め られるのではないのか。この
企業組織の原点には資本があり,そ れが信用の基礎 になっていることではないのか。 さらにい
えばこの資本の額の多寡こそが,信 用の度合いを決めてきたのである.と いいたい。勿論 株
式会社 はそれのみに尽 きるわけではない。その資本 を細分化 して,つ ま り,株式 とい う形を
とって,そ れを誰でも手に入れる方式 をとったこと,つ まりは全 く見ず知 らずの人か らもこの
必要 とする資本=元 手 を広 く集めることので きる方式をとったことが何 よりも広 く普及 した理
由ではなかったのか。それは端的に表現すればこの株式に市場性 を持たせ たことである。そし
て拠出 した者に対 してその株式に具体化 した,細 分化 された価額の一片,そ の保有分に責任の'
限度を限ったこと,つ ま りは有限責任の方式 を徹底 したことではなかったのか。忘れてならな
いことは株式会社 は営利 を目的 とする組織である。勿論 資本は事業に投ぜ られて+α を持 っ
て くることを前提とした,い わば運用することのために投ぜ られる資金である。資本主義経済
という市場経済のメカニズムが機能することを認めたこの社会は運用する資金,資 本の存在 を
認めたシステムである。その最適 な担い手が株式会社である,と見出したのではなかったのか。
8 一 経 営 論 集 一
よ り丁寧 に定義づけるなら 「株式会社」について大塚久雄はかつて次のように述べていた。「株
式会社発生史論」(1937年)
(1)全社員(=株 主)の 有限責任制
(2)会社機関の存在
(3)譲渡自由な等額株券制
(4)確定資本金制と永続性12)
譲渡自由とは,す でにみたように,全 く見ず知らずの人にも交換,さ らには売買できること
である。それは市場に上場することによって,い わゆる公開会社であることによってその特徴
はいかんなく発揮 されるとみるべ きであろう。欠 くことのできない本質である。
それなのに資本金0に等 しい 「1円会社」 を法認するとは,明 らかに株式会社の否定ではな
いのか。「1人会社」も認めた。 しかも 「法人格」を与えてである。120万余 も株式会社 を持つ
この国ではその濫用を放置 してきたのではなかったのか。何故その事実に目を向けなかったの
か。
2条の六項,大 会社 を定義づける要件で,こ こで資本金,そ れが5億 円以上であること,さ
らにいえば負債額が同様 に貸借対照表に計上 されていることをあげている。 さらに設立につい
ての出資の部分で,発 起人はその設立に際 して次に定める事項 については,そ の全員の同意を
得 なければならない,と して,そ の,三 で成立後の株式会社の資本金及び資本準備金の額に関
す る事項(32条三)さ らにいえば第5章計算等の第3節,資本金の額とした部分で445条で 「株
式会社の資本金の額は,こ の法律 に別段の定めがある場合を除き,設立又は株式の発行に際 し
て株主 となる者が当該株式会社 に対 して払込み又は給付 をした財産の額 とする。」関連 してこ
の条文の2,3,5,に資本金が。 さらに446条二に。 さらに第2款 とした資本金の額の減少等
に係 る447条一,448条二,449条それか らその第2目とした資本金の額の増加に係 る450条二。
見出 しうるか ぎり資本金に関する条文はこれだけか。 しか もその資本金が株式 とどういう関連
を持つかについてはかかわる条文はない。
会社法 とて明 らかにここでは推理の世界 といってよい。次か ら次へ と類推 してきっとこれは
こういうことだろう。こういうことを意味 しているにちがいない ととる以外ない。近づ くなと
いうことか。 もっと丁寧な説明が加えられてよい条文ではないのか。生きた法律 とはそういう
法律ではないのか。果して会社法の活用を求めたのか,と いいたい。た しかに平仮名文になっ
ただけで も接 しやすくなった。それは認める。だが,依 然 として法律 を法律の専門家の範囲に
とどめ ようとしているのではないのか。近代法を導入 して以来の明治以降の 日本人の法律 との
接 し方について少 しは配慮があったのであろうか。憲法にかかわる国会での論議を新聞やテレ
ビで聴いていてもその適用 をめ ぐる解決をめ ぐっての議論を聴いているとそれがいかに実生活
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と距離のあるものか。われわれは十分見せつけられているところではないのか。それは法律 を
われわれの生活,日 常性からます ます遠ざけているのではないのか。国語力なのか,い や解釈
に終始 している状況は明 らかに異常ではないのか,と いいたい。制度に手を加えることはなお
慎重であるべきではないのか。変化は明 らかであ り,改正の必要性 に迫 られていることを決 し
て否定す るものではない。だが,本 質に手を加えることは,一 時の政策 レベルでの判断を加え
て処理できることなのか といいたい。今度の会社法で資本ないしは資本金についての文言はこ
れだけである。 さらにいえば50条での発起人は,株 式会社の成立の時に,出 資の履行 をした
設立時発行株式の株主となる,こ れが資本金 との結びつきの接点か。敢えて避けたのであろう
か。私は何度で も繰 り返 したい。株式会社 は資本会社である,資本 に信用の基礎をおいたのが
株式会社であ り,株式会社の特徴である。それが故に人間に,誰 がその経営にあたるかその人
に人々に信用の基礎 をおいた人的会社 といわれる合名会社,合 資会社がその経営にあたる人間
の寿命の ようにその盛衰を避けがたかったのにくらべれば 株式会社は資本に信用の基礎をお
くことによってより永続性を保持するチャンスを得たのである。明らかに人間の寿命 との結 び
つ きは離れたのだ。事業体,組 織の新たな主体を選択する可能性が与えられたのではなかった
のか。そこに法人格の付与 も結びつ く。規模の差 をみて選択 した企業形態である。
第2章,株 式の総則のはじめに 次の条文をみる。すなわち,株 主の責任は,そ の有する株
式の引受価額を限度 とする(104条)。ここか ら有限責任制であることが読み とれる。いや明
確にうたっている条文はないのであるからそ う理解すべ きであろう。だが,こ の引受価額はど
うやって決 まるのであろうか。ここで も「1円会社」に突き当る。資本金1円の株式会社の株式,
引受価額はいったい どうなるのか。いや誰に問い合わせればいいのか。 どうしろ というのか。
1人1円の株式であ り資本金 とい うのか。
株主の権利について,そ の責任 に続 く部分で条文は定めている。株主の権利 として,
一,剰余金の配当を受ける権利
二,残 余財産の分配を受ける権利
三,株 主総会における議決権(105条)
これまで もいわれていた配当請求権,残 余財産分配請求権,そ して議決権。だが,こ れだけ
で十分 なのであろうか。株主代表訴訟は権利に入 らないのであろうか。いやそれ以上に議決権
と関連 して株主のもつ権利,議 決権の比率如何によって株式会社の支配権にかかわる側面を持
つことは,条 文で明 らかにすべ きではないのか。株主総会での議決にかかわる比率でさえも民
主主義のルール,多 数決原理による方式を認めながら,多数 を制す る者に支配 を認めているの
ではないのか。その72条に若干かかわる条文をみることがで きる。
「…(成 立後の株式会社がその経営 を実質的に支配することが可能となる関係)」(72条)
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だが,こ れとて()の 部分での補足であって,「株式一株につき一個の議決権を有する」(72
条)と している。
「株主 は,そ の有する株式に質権を設定す ることができる」(146条)おそらくここからわれ
われは株式が有価証券であることを推測 しなければならないのではないのか。株券のペーパー
レス化が2008年にはとられることになっている。 とすればその権利 とて株主名簿に記載 され
ている部分 を唯一の根拠にすることになるのであろうか。 こうい う部分で も条文に丁寧 さ,親
切 さが欠けているように思えてな らない。勿論 法律であるがゆえに客観的にということは一
に も二 にも求め られるところであろう。それは否定 しない。だが,今 回の会社法を全般 として
みるか ぎり本来,株 式会社が大規模企業の活動 発達に対応 した企業形態であるものを 「1人
会社」「資本金1円」とい う小規模企業,超 小規模企業をも視野に入れ,し か もどちらか とい
えばその小規模向けにつ くりあげたところに無理があるのではないのか。おそらくすっきりし
ない条文の連続になっているのも,そ の故ではないのか。その徴候は何 しろ第1条から出て く
るのだ。「他の法律に定めがある場合 を除くほか」(第1条)その他 にも法務省令で定めるもの,
政令で定めるもの,それと()の 部分が頻繁に出てくるの も遠 ざけている一因ではないのか。
要を得て簡潔 にということは法律の条文にあってもいえることではないのか。あれ もこれもと
欲張った結果の会社法なのか。
「設立 に際 して出資される財産の価額又はその最低額」(27条四)を 定款 に記載す ることを
求めた,こ れが,資 本金に当る部分に相応すると思われる条文である。明 らかにい くらとは表
示,明 示 していない,お そらく金額の最少単位1円 をこれにあてたのではないのか。いくら小
規模企業,そ の典型ベンチ ャー・ビジネスをも視野 に入れた といえ,こ れが この会社法の汚点
であ り,欠陥ではないのか。誰がいまどきであって も1円で何ができると考 えるのではないの
か。立法にかかわった者の良識を疑 う。株式会社は,い や合名会社,合 資会社 を含めて企業形
態は経済活動の分野です ぐれてとられて きた組織体である。経済の現実にかかわれば1円で何
ができるのか。誰 もが知 るところではないのか。現代の社会経済の現実は成熟 した社会である。
第二次大戦後の混乱期 にスター トしたソニーでさえ,資 本金19万円の出発である。それで も
当時のサ ラリーマンが月給70円を手 にしていたかどうかの時代の19万円である。盛 田昭夫で
さえもその創業時 には当時の東京電気通信工業か らは給与を得ていたわけではない。ベ ン
チ ャー ・ビジネスの育成こそ景気回復の起爆剤であるかのように受けとめて,か えって株式会
社の本質 を歪めて しまったところに今 回の会社法の多 くの不可解 さがつ きまとっているのでは
ないのか。知るかぎりの疑問は呈 してお きたい。何故 もっと企業の現実に目を向けなかったの
であろうか。すでに日本は成熟 した経済社会である。
定款の記載 または記録事項(27条)に入っている四,設 立に際 して出資される財産の価額
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又はその最低額。ここで も明 らかに資本ない しは資本金 という用語 を避けている。この用語 を
使 うことを極度に避けているのではないのか。それがかえって混乱 をひきおこしているのでは
ないのか。曖昧にしている。何故避けたのか。資本,さ らには資本主義と結びついてつ くりあ
げられてきていた負のイメージをとりのぞこうとでもしたのであろうか。意図を知 りたい。
株主は,そ の有する株式 を譲渡することができる(127条)。ここか ら譲渡 自由が,株 式の
特徴である譲渡性 を理解することがで きる。だが,こ の特徴はその重要性か らみて,株 式会社
の欠 くことのできない大 きな特徴であるとするならば,条 文としてもっと前の方にお くべき条
文ではないのか。私は何故株式会社が今 日企業形態 として主流をなすように大 きく発達 してき
たか,そ の理由は,ほ かでもない,こ の譲渡自由であること,そ れを可能にする市場をもった
ことではないかと考える。証券市場,そ こへの上場である。 したがって厳密に考 えれば株式会
社は公開会社,上 場会社のことである。広 く捉えても上場予定の未上場会社であろう。株式会
社の数1,042236社(平成15年度)と い う。13>そのうち内実 ともに伴 う株式会社がい くら
あるというのか。それでもこの形態 をとって企業数は日本 こそが異常な多さである。むしろそ
の異常 さにこそ目を向けるべ きだったのではないのか。何がそうさせたのか,と 。
次の指摘について もここで言及 してお きたい。「ドイツやフランスのように最低資本金制度
を導入 している立法例 もあるが,わ が国では,ア メリカやイギリスと同 じく,最低資本金制度
をとっていない。 しか し,その結果,極 めて少額の資本金 しかない株式会社が多数存在 し,し
か もそのうちには株式会社法を守る意思 もなければ守 る能力 もない会社が少なくない現状であ
る。理想 としては,株 式会社の利用 を大企業のみに限って中小企業には有限会社 を利用 させる
ことにするのが望 ましいが,現 実にはその実現が困難なので,株 式会社 を企業規模 によって大
小 に分かち,そ れぞれに適応 した立法 を考えることが必要ではないかと思 う」(鈴木竹雄,竹
内昭夫著 「会社法」[新版】有斐閣,昭和56(1981)年新版,昭和62(1987)年新版初版第1刷。
24頁)。守 る意思 もなければ,守 る能力もない とここでいっている。ここで も求めるべ き方向
をすでに20年余 も前に示唆 している。
ここで次の例 もみておきたい。それはデラウェア州の会社法(GeneralCorporationLawof
theStateofDelaware)の設立にかかわる第101条(設立者:会 社の設立方法:目 的)の 条文
である。
(a)いかなる個人,組 合,社 団または法人 も,単独 にまたは他の者 と共同 して,そ の居所,
住所または設立の州のいかんを問わず,定 款 を州務局会社部 に提出することにより,こ
の編に基づき会社 を設立することができる。定款は,この法律の第103条に従い作成 され,
確認され,提 出されかつ記録 されなければならない。
(b)会社は,こ の州の憲法 または他の法に定めがある場合 を除 き,い かなる適法な営業又は
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目的 を遂行 し,ま たは推 進す るた めに も,こ の編 に基づ き設 立す る ことが で きる。
(c)この州 の 内外 を問 わず,公 共企 業 を創 設 し,維 持 しかつ 運営す る ための会 社 は,こ の編
に基づ き設 立す る ことがで き る。 ただ し,こ の州 内 におい て公 共企業 を創 設 し,維 持 し
か つ運営 す るための会社 は,こ の編 に加 え,そ の よ うな会社 に適用 のあ る第26法律 の特
別 の規定 お よび要件 に服 さなけ ればな らない。14)
正確 を記 す ため,こ こに原文 も付 してお きた い。
§.101.Incorporators:howcorporationformed:purposes.
(a)Anyperson,partnership,associationorcorporation,singlyorjointlywithothers,
andwithoutregardtohisortheirresidence,domicileorstateofincorporation,may
incorporateororganizeacorporationunderhischapterbyfilingwiththeDivisionof
CorporationsintheDepartmentofstateacertificateofincorporationwhichshallbe
executed,acknowledged,filedandrecordedinaccordancewith§1030fthistitle.
(b)Corporationsforconstructuring,maintainingandoperatingpublicutilities,whether
inoroutsideofthisstate,maybeorganizedunderthischapter,butcorporationsfor
constructing,maintainingandoperatingpublicutilitieswithinthisstateshallbe
subjectto,inadditiontothischapter,thespecialprovisionsandrequirementsofTitle
26applicabletosuchcorporations.15)
今 回の会社 法改 正のモ デルは このデ ラウェ ア会社 法 では ない のか。アメ リカ ・デ ラウェア州。
わ れわれ の分 野 では,ア メ リカで の会 社 をつ くる側 に とって もっ とも有利 な州法 として,こ こ
で一 度設立 される と全 米何処 で も企業 活動 がで きるこ とも幸い してい る。.ニュー ヨー ク証券取
引所 に上場 してい る50%近 くは この州 に本拠:地をおい てい る と もい われて い る。 ブ ラ ンデ ー
ワイ ン川沿 い のウ ィル ミン トンに本社 をお くデ ュポ ン社 もその典型 とい って よい のでは ないの
か。 しか し,こ こで もgeneralcorporationとうたっている ように,こ の会社 法 は,営 利 ・非営
利 を問 わずす べ てが含 まれて いる こ と,自 治体 さえ も含 まれ てい るこ とを心 すべ きで あろ う。
1776年の ア メ リカ独 立 宣言 を した13州 の一 つ で た しか に デ ラ ウェ ア州 は最初 に批 准 して,
1887年に最 初 に合衆 国 に加盟 した州 で あ った。固定 資産 税 な ど も低 い こ と もあ って た しか に
株 式会社 の"設 立"誘 致 に熱 心 な州 と して よ く知 られ てい る ところ であ る。 だ が,年 を追 っ
て 新 たな州 が加 わ って出 来上 った ア メ リカ合 衆国 は 日本 の25倍に も相 当す る面積 を もつ こ と
もあ って,株 式会 社に かかわ って も全 国共 通の連邦法 を今 もって もっている わけでは ない。 し
たが って会 社 の レベル まで次元 を下 ろ して論ず れば 組 織 と名 のつ くものはすべ て含 むこ とに
なるの では ないのか。株 式会社 をみ る場合,そ うした組織 一般 に共通 す る要素 をもちなが らも,
明 確 に 区別 しな けれ ば な らない の は,そ れ が営利 組織 で あ る こ・とで あ る。繰 り返 す よ うに,
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1899(明治32)年の商法に盛 り込 まれた旧会社法関係 は ドイッの株式法 をモデルに した法律
であった。だが,ど うや ら今回はアメリカ,デ ラウェア州会社法によったと思われる。木に竹
をついだのではないのか。何故単純 にデラウェア州会社法が選択 しうるというのか。 もっと
トータルな検討が必要だったのではないのか。
.稲葉威雄は述べている。「株式会社 とい う名前を使 う以上は,そ れだけの信用のある会社 に
しなければと考えていた。」if)全く同感である。今 回の会社法改正にかかわった人々の中に経
済活動にかかわる人は入っていなかったのであろうか。 ビジネスの世界にあってどれだけ信用
にこだわるか。面子ではない。実質を伴った信用である。 もっとはっきりいえば経済的な面で
の貸借関係が生 じた場合 に,責任 を負 うことのできる能力である。歴史の中で,積 み重ね積み
重ねて しか も知恵をしぼって改良を加えてきた株式会社ではなかったのか。勿論,誤 解のない
ように願いたい。経済活動の在 り方が大 きく変っている今 日,企業活動そのものでさえ大きな
影響 を受け,あ るいは経済活動の中にあって,株 式会社=企 業が大 きな影響を与 えていること
も紛れもない事実。 したがってその企業の在 り方にかかわる株式会社 とい う形態 とて変質が迫
られている状況下にあること毛頭否定するつ もりはない。大いに改正の必要性 を感 じている者
である。問題は何処に手を加えるかではないのか。欠 くことので きない重要な部分を無視,軽
視 したのではないのか。その典型が 「1円会社」の容認である。法律で株式会社に認めたこと
である。規制緩和 とはこのことを指 していたのか,と いいたい。少な くとも法律が不信 を広め
ることを助長するのであってはならないのではないのか。できれば,こ とが起 きて しまってか
らのことではない。未然に,誰 もが踏み外すことのないようにとねがっての立法化であって し
かるべきではないのか。誰一人守 ることのできない空文化 して しまった法律などつ くらないほ
うがいいに決 まっているではないか。 もし脱法行為が繰 り返 されるのであれば,お そ らくその
法律は根本にかえって検討を加える必要性のあることの証 しではないのか,と いいたい。繰 り
返 される談合事件。建設業界が,か かわる官庁が異常 なのか。 日本に限った特異な現象 といっ
て済むのであろうか。
「会社は社会 に害 を及ぼさないために健全な存在であるべ きだが,簡 単には倒産 しないこと
が,ま ずその基本である。」17)この指摘 とて重 く受けとめたい。何のための法律,会 社法だっ
たのか,と。関連 していえば,既存の長 く地域に根 ざしている地場産業にかかわる中小企業や,
規模の小 さい,し か し長 くその地に根 ざして活動を続けている企業の,よ り一層の存続をはか
ることに目を向けなかったのか,と いいたい。地域の経済を維持 してきているそうしたベ ン
チャーではない,既 存の企業が悩んでいるテーマには後継者問題も大 きい。だが,相 続 とかか
わっての継承性 とて大 きな問題ではないのか。税制面での配慮だけでもそれはかな り対処で き
るのではないのか。新 しい芽を育てることの大切 さを否定するものでもない。だが,存 続 して
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いることの価値 を認め,よ り一層の発展 をはかることとて重要ではないのか。いや,よ り重要
ではないのかといいたい。この国はそうした伝統を重ん じてきたのではなかったのか。
「したがって,株 式会社 とい う名前だけでは,一体 どんな会社なのかおよそ分か らなくなっ
て しまった。株式会社だからそれな りの厳重な規制があって,取 引の相手が守 られるというブ
ラン ド価値は,も はや株式会社 にはない。」18)こうした嘆 きとて同様ではないのか。逆にいえ
ば,商 法か ら切 り離 しての会社法というそのチャンスに,何 故 より明確な適用をはかる道 を求
めなか ったのか。残念 としかいいようが ない。グローバ リゼーションがより一層進展する状況
にある時,企 業活動が多国籍化 し,今 日の常態化 していることをみれば 求め られるのは株式
会社法の国際的な法整備,調 和化の方向さえ展望されるのではないのか。国境のカベを低 くし
てあ らゆる面での調和化の方向 を求めているEU・ ヨーロッパ連合にあっても共通のすでに株
式会社法の成立をみている。巨大企業に特徴的な,工 業化 した国,地 域において発展をみてい
る今 日の状況 をみれば コーポレー ト・ガバナンスの議論とも結 びついて株式会社法の統一化
の方向 さえ明らかに予測 されることといってよい。現実の日本の状況はこうした動 きに対 し
て,か えって逆行 しているのではないのかとさえ思われる。国際的に企業活動を展開 している
企業形態はそのことごとくが株式会社である。国境 を越えた,大 西洋を越 えた企業合併さえ行
われ,そ れが常態化 しているのが今 日,21世紀の状況ではないのか。明らかに視野は広げな
ければならないのだ。
「今度の会社法は資本という概念を非常に倭小化 して,資 本というようなものはあって もな
くて もいい ような扱いにしている。」19)これ とて全 く同感である。すでに幾度となくここでも
繰 り返 した。明 らかに今 日の不信の時代 を助長 しているのではないのか。資本金0は,た とえ
1円であっても堂々とあか らさまに信用のない株式会社であることを公言 しているようなもの
である。それを法律で認めるとは。許 されることなのかといいたい。
まだ続 く。「今 回の会社法では,最 低資本金制度を廃止 し,設立当初から資本金がゼロまた
はマイナスの株式会社 も認めるとい う。 しか し,マイナスの出資で株式 をもらえるとい うのは
制度 として明らかにおか しい。」20)専門家はそう読んでいるのだ。幾度 も繰 り返す。明 らかに
それは株式会社そのものの否定ではないのか,と 。経済活動の分野にも不信と無責任を助長す
ることになるのは目に見えているのではないのか。政策にかかわる者は,今 回の改正が経済の
活性化 をはかるためのベンチャー ・ビジネスの育成があるとしきりに口に している。新たな技
術分野 情報やバイオさらにはナノに結 びつ く技術の領域は,た しかに新興市場,脚 光を浴び
ている分野にちがいない。だが,そ の多 くが個人の創意によってというよりは今 日では巨大な
設備をもつ巨大企業の研究所から出てくるのがほとんどではないのか。アイデァーつでビジネ
スが成功する。それは成熟 した社会では難 しいのではないのか。
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株主は,代 理人によってその議決権 を行使することがで きる。この場合においては,当該株
主又 は代理人は,代 理権 を証明する書面を株式会社に提出 しなければならない。(310条)そ
のまま素直に受けとめておけば疑問をさしはさむことではないのか もしれない。「株式会社は,
株主総会 に出席することができる代理人の数を制限す ることができる。」(310条5)株主が 自
然人であること同様に依頼された代理人もまた自然人であることを思えば,会 場に代って出席
して議事 に参加するのだから問題はない。少 し疑問が出るのは法人の場合である。株主が機関,
組織 信託口,口 座,フ ァン ドであることが大いにあ りうるのが現状。いや株主の主流は,今
日では法人株主,機関投資家と呼ばれる存在であって,明 らかに生身の人間,自然人ではない。
株式に結びつ く議決権は,協 同組合の1人1票の原則 に対 して,保 有す る株式数に応 じて議決
権を有す ること。それを株主総会では どう処理 しているのであろうか。合併 ・買収の際には,
株式保有数は明らかに支配を動かす票 となる。それよりも何 よりも法人,機 関の代理を認める
ことは,そ れのみにとどまることなのであろうか。法人支配,機 関支配が及んで株主総会を制
する議決権を保有すれば,支 配証券としての特徴はこの時 株主側でとられることになる。法
人が 自然人をその代理人として送 り込むのではないのか。たしかに法人に被選挙権とで もいう
べ き,株式会社の責任ある地位(こ こでは取締役乃至取締役会のメンバー)に 就 くことはでき
ないが,こ のように法人に代わって生身の人間が代理権を行使する。た しかにこの国では上場
している株式会社 について,株 式保有の代理保有 とでもい うべ き偽名の保有は今 日でははじき
出されている。それは西武鉄道の偽名保有の事件で上場廃止になったことで も知るところであ
る。 この関連 をみたとき,法人所有についての代理行使,代 理人が議決権を行使することにつ
いては,改 めてもっと議論が なされるべ きではないのか。いやそれとも私が知 らないだけで,
会社法の分野ではすでに広 く問われていたことなのであろうか。 きっとそうであると思いつつ
も,株式保有の比率の うえで圧倒的に法人が所有 している状況をみれば,今 日改めて問 う必要
があるのではないか と投 げかけたい。株式と資本 との関係が切 り離 され,配 当を受ける権利,
議決権 そ して 「残余財産の分配 を受ける権利」(105条二)い やその残余財産分配請求権で
さえも 「残余財産の分配の割合について定款の定めがない ときは,そ の割合は,各 社員の出資
の価額に応 じて定める」(666条)ということは,こ の当然の如 く出資分に比例する残余財産
への権利 とて,定款での変更可能とはどういうことか。それでは配当は何に基づいて分配す る
のか,と いいたい。いや議決権でさえ,平 等性は保証されているので南ろうか。明 らかに株式
の保有,株 主 と資本金 との関係がここでも崩れている。曖昧である。何故明確に しなかったの
か,と 問いたい。ここは政策的意図を持ち込んでいいところなのか,と 問いたい。たしかに株
式会社は,ほ ぼ今日の原型を,歴 史家は,そ のルーッをイギリス東インド会社,オ ランダ東 イ
ンド会社 に求める。ほぼ17世紀の初頭である。だが,特 許主義 あるいは原則 として,許 可
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主義であった時代 に比 して,準 則主義をその設立に取 り入れた時から,株 式会社は広 く普及す
るところとなったのではなかったのか。 さらに1789年のフランス革命の影響が株式会社の制
度に広 く民主主義のルールが浸透 していくこととなった要因として無視できないであろう。2D
た しかに今度の会社法でも,株 主の平等を条文にあげている。「株式会社は,株 主を,そ の有
する株式の内容及 び数に応 じて,平 等に取 り扱われなければならない。」(109条)。おそらく
ここで も前の商法の場合と同様 に,会社法ではこの株主の権利を 「その有する株式の引受価額
を限度 とする,そ れを株主の責任」(104条)としているのであるからここでは発行済み資本
金 しか入っていないのではないのか。まだ行 く先の決まっていない準備金,剰 余金 も含んだ資
本の概念 株主資本 さらにいえば純資産は株主のものである。その解釈はどうなのであろうか。
われわれは含んで当然と考える。何故ならば,今 その時点でその株式会社が解散となれば,そ
れが誰 に帰属するか,そ れは明らかに出資 している株主に帰属するとみるのは当然ではないの
か。それよ りも株 主の権利 としてはっきりと 「残余財産の分配を受ける権利」(105条二)を
うたっている以上,そ れを保証する方向を求めるのが法律のあるべ き姿ではないのか。それは
純資産,自 己資本の充実である。求めれば当然50%以上なければ,残 余財産分配請求権は行
使できない。かつて戦前期にあっては商法200条で次のように規定 していた。「社債 ノ総額ハ
払込 ミタル株金額 ヲ超ユルコ トヲ得ス」。今 日流にいいかえれば 社債の発行 について払込み
資本金,す なわち発行済み資本金の額 を超えてはならないとしているのであって,そ れ自体は
株式の配当比率が社債の金利 よりも低 くなることへの対処であるが,そ れ以上に,他 人資本へ
の依存度 をあげることへの警告,自 己資本充実への姿勢 も読み とるべきであろう。だが,現 実
にあっても戦後の復興,再 建期,高 度成長期 と続 くなかで,企 業がオーバーボローイング(借
入れ過多)に 走るなかで無視 されていった。その典型例が川崎重工から分離 した川崎製鉄の千
葉 ・五井での鉄鋼一貫生産の工場建設計画であろう。1950年,川崎製鉄が当時の通産省 に提
出 した計画書にみる資金計画は,総 額163億円の計画に対 して,川 崎製鉄の当時の資本金は5
億円である。その他に調達を求めた資金計画は,見返 り資金80億円,増資25億円,社債31億円,
自己資金17億円,銀行借入れ10億円。22)こでの見返 り資金 とは戦後アメリカ占領軍がガリ
オア ・エ ロアの名の下に余剰農産物 を日本に送 り込んだ。われわれとて小学生の頃に脱脂粉乳
を飲 まされたり,家に持 ち帰 った覚えがある。何 もなかった時代ゆえ,あ りがたくいただいた。
その見返 りに日本政府が払った代金 を日本経済再建のためにと用立ててくれた資金。川鉄はそ
れをあてに したのだ。資金計画その半分近 くもである。明らかに政府も加担 していたとみるべ
きであろう。当時の日本銀行総裁であった一万田尚登の有名 となった言葉はこの時にでたの
だ。「ペ ンペ ン草をはや してやる1」 それは金融 を預かる者の責任者 としてどう考えても無謀
なこの計画に対 しての批判 どころか非難ではなかったのか。だが,政府はこの計画を受け入れ,
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いや,そ れ以上に後押 しをしてこの計画を実行 していったのでもある。この例にとどまらない
当時の東洋 レーヨン(現在の東 レ,資本金7億5千万 円)の ナイロン技術の導入にかかわる計
画の容認(ナ イロン特許10億円)と て明らかに借入れ過多であった。そうした現象が企業の
自立 を助けるための復興期,再 建期のそれが一時的,経 過的措置としてではな く,20年,30
年いや もっと続いたのではなかったのか。苦境に陥ると政府 にすがる,すが ることのできた企
業,で きなかった企業。いや政府がすすんで守 ってやって倒産を免れた企業。われわれはそう
した現実を今 日で さえもみているのではないのか。その無謀 と思われる計画が成功 したのは,
明 らかに企業=株 式会社だけの力でできたことではない。思い起 こしてみて も明治以降の動 き
の中で大企業へ と成長 していった企業は全 くそのピンからキリまで企業 自身の手でとい うこと
はな く,いつ も政府が直接 ・間接関与 して,軍 事体制下にあってはなおのこと政府 と結びつ く
ことによって,そ の活動の大半を政府に負って きたのではなかったのか。それが後進国型の特
徴だった とはいえ,企業=株 式会社がそれを常態であるとしてはならないのではないのか。 自
立する,株主による,そ の出資をあお ぐその責任は出資 した側 も負った側 も重いと受けとめる
のが当然ではないのか。グローバリゼーシ ョンが声高らかに口にされる時にあって も,なお自
立することにあるとしなが ら助けを求める。それが異常であることを察知 しなければ,競 争力
ははっきりいってつかないのではないのか。今度の会社法で,公 開会社が上場会社 と同意義で
ない こと,こ れとて混乱に拍車 をかけているのではなかろうか。公開会社(PublicCompany,
PublicLimitedCompany,plc,P,LC,Publizitatsgesellschaft)はグローバ リゼーションの中に
あってもほぼ共通言語である。いずれの国にあっても公開会社は証券市場に上場 されている。
それなのにここの国では別扱いになって しまったのだ。公開会社の中にも株式譲渡制限会社 と
制限のつかない株式会社 との区別が ここに加 わる。株式会社数112万 余 有限会社120万余
社を同 じ枠の中に入れようとしていたことにこそその無理があるのではないのか。大企業も中
小企業も同じ枠の中に入れて しまっている。もっといえば超大企業 も大企業も中堅企業 も中小
企業 もそして零細企業 も,自然人か らなる 「1人会社」 も同 じ株式会社で扱おうとしているの
だ。質がちが うゆえにこそ区別はとられるのではないのか。それを同じカテゴリーの中に入れ
て取 り上げることはは じめか ら無理があるのではないのか。結局は誰 もまともに相手にしない
空虚な法律になってしまうのではないのか。どうして生 きた法律,活 力を与える法律にできな
かったのか。誰 もが避けるのではないのか。公開会社に訳 を付す とき,何 を使 うのかうかがい
たい。そして誰で も持つことのできる,全く見ず知 らずの者にさえ保有す ることのゆるされた,
それゆえ市場で思いがけない価額がつ き,取引 も行われ,そ れを契機に合併,買 収 さえ行われ
る。この国では価値観をこめて敵対的買収,乗 っ取 りと呼ばれる現象が,株 式市場にあっては
当初 よりそうした可能性を持つのが株式であることを思えば,譲 渡制限を株式に加えるとは明
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らかに矛盾ではないかといいたい。株式会社 の否定である。誰でもが,全 く見ず知らずの人さ
えもが持つことができる,い や,い やになったらいつでも手放すことができる,その市場性 を
もつゆえに株式会社 は発達 して きたのではないのか。 さらにいえば企業は日常的な経営活動に
かかわっているかぎり,よほどのことがないかぎり,業績が,売 上高が,利 益が,短 時日の間
に急激に増加 していくことはそ うたやすいことではない。今 日の状況であれば経済成長の伸び
率+α をいっていれば,ほ ぼそれが平均的なところにちがいない。企業の規模が倍々ゲームの
ように急拡大 していく最大の要因は何 といってもM&A,合 併 ・買収である。その多 くが繰 り
返されるのが株式市場 を通 じてではないのか。それが全 く見ず知 らずの企業に合併が仕掛け ら
れると乗 っ取 りか,と 大騒 ぎする。ライブ ドアによるニ ッポン放送への買収劇 も,中途半端の
状態のままになっている楽天による東京放送(TBS)株 の株の買い集めにあっても,さ らに
は村上ファンドによる阪神電鉄株の買い占めにあ って も,演 じられた"異 常 さ"は 明らかに
敵対的買収に対するおそれだったのではないのか。株式は上場 しているかぎり,市場で思わぬ
価額 にまでも上昇 していくというチャンスを持っている。それは明らかに,株 式が投機証券で
あることの証 しである。訴訟社会の到来が予想され,予 め何 も手を打っていなければ敗訴する
ことさえ予想すれば,会 社法の条文の一つにも,株式は投機証券でもあることを明記する時代
ではないのか。おそらくこれとて説明責任のうちではないのか。株式の大衆化,株式会社の普
及をはかることに努めるのであれば,条 文に明記することは必要なことではないのか。
さらにいえば,株 式市場を通 じての法外な利得の最たるものは何かと問えば,そ れは未上場
株が上場する際に手にする創業者利得であろう。IPO,新 規上場によってである,そ うした
チャンスをすべてが手に入れるわけではない。だが,銘柄によってはそうした高騰を呼ぶケー
スのあることも事実。1997年2月に設立 された楽天は東証 に上場 した2000年には一株7,000万
円の値がついている。ガンホーオ ンライン・エ ンタプライズが2005年3月上場するのであるが,
高値1,640万円をもつけている。これは明らかに上場す ることによって生み出された取引価額
である。 それに類似 した例 は,日 本電信電話公社の85年の民営化によって,そ れが東証に上
場 されたケースでもわれわれは熟知 しているのではないのか。株式会社の巨大化は,株 主を明
らかに投資家にかえている一面を持つことは否定 しがたい。その巨大化に合わせて発行済み資
本金 もふや しているのであれば,そ の分散化はより一層進展 していたにちがいない。少々の株
式を保有 しても,そ の巨大企業を支配することは難 しい。それが法人実在説の根拠であるとい
いたい。勿論 現状にあってはこの支配をめ ぐる議論が展開されていることを否定 しない。だ
が,株 主=投 資家の内実の80%乃至,90%が機関投資家によっていることをみれば,す でに
株式会社 はそれ自体が一個の主体である,と する法人実在説はその根拠を持ちうるのではない
のか。法人,機 関所有の株式の議決権行使の否定に結びつけなければならない議論であろう。
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疑問の提起はしておきたい。
「日本の証券市場の状況 を見ていると,本 当にそれがで きるような効率的で成熟 した市場が
成立 しているのかどうかは,疑 問であるし,そ のために必要な情報の開示を確保できる体制に
なっているかどうか も疑わ しい。」(稲葉威雄稿 「会社法のどこが問題なのか」世界,2006年
11月号,130頁。)だが,そ の心 もとない と思われる証券市場が対外的には,上 場会社 をつ く
り出すことによって,今 日の株式会社に紛れ もなく信用を与 えていることは否定で きないので
はないのか。上場会社であることによって金融機関は資金の貸出しにあたっていかに甘い審査
体制 をつ くって しまったことか,バ ブル期にあってその例は明 らかに枚挙にいとまがなかった
のではなかったのか。人事の採用に当っても面接に向かう側は安定性とひきかえに上場会社で
あることを重 く受けとめる,こ れ とて明らかに信用をつ くり出しているのではないのか。む し
ろ証券市場が不備であるとす るならば,今 日ではもっと信用のおける制度に してい くことこそ
が求められているのではないのか。企業活動の多国籍化,国際化 している状況 と比べてみても,
明 らかに証券市場の国際化はその調整が急がれているとみる。TaxHeavenの存在それ自体が
明 らかに、その間隙をぬってとられている企業の行為である。それを放置 してお くことこそが問
題なのではないのか。それは明 らかに解決の急がれている問題であるとみる。それは一国だけ
の規制や法律で手の届 くことではないのである。国際的な協調体制をつくりあげることが急が
れているといいたい。早急に手がけることではないのか。上場基準,浮 動株の比率を含めて,
業績 債務超過の2年間のみならず もっ と立 ち入 った検討が加えられて しか るべ きであろう。
求める公認会計士 との審査体制について も,カ ネボウの事件 を契機 に検討が加 えられたが,
もっと審査体制の在 り方については踏み込まないかぎり,客観性の確保は難 しいのではないか
といいたい。企業 との間接契約に持ち込めないのであろうか。
何故今回の改正の際に税金 との関係を考慮に入れなかったのであろうか,と 疑問を持つ。 こ
れまでの企業活動の歴史をみれば税金 との関係 を視野に入れて企業形態を選択する現実がある
ことは無視 しえないのではないのか。脱税行為は依然 として跡を絶たない。勿論 こころよく
税金を納める人が,会社があることは否定 しない。かつて国威発揚 と結びついた時にあっては,
納税額がい くらであるか,そ れを誇 り,宣伝に使っていた企業家のいた時代 もある。 しか し,
決 してそうした人が,会 社が大部分 を占めていた り,い るわけではない。できれば少 しでも経
済的な豊かさを手元においてお きたいと望めば 合法的な節税対策は試みるというものではな
いのか。かつて経団連の会長を勤めた一族でさえも,その相続にあたって脱税が問われたこと
があった。できれば合法的な型での納税は多 くの者が,組 織 とて求めるのではないのか。明 ら
かにどの企業形態を選ぶかは,ま ずは何 よりも税金対策を頭に描いて選択 している部分がこの
国にあっては高い というべ きであろ う。かぎりなく個人企業に近い組織が何故株式会社形態 を
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選択 したか,敢 えていえば,合 名会社を選ぶことなしに,合 資会社 をも視野に入れず,かつて
は有限会社,今 日では株式会社 を選んだのではないのか。「法人成 り」という言葉が使われる
が,こ れは決 して専門用語ではない。おそらく収入が どれぐらいの額になったなら法人組織を
選択 したほうが,税 制上有利である,そ こから出てきた業界用語ではないのか。株式会社 をめ
ぐる裁判で法人格否認説が問われている,そ れを問うこと自体が明らかに株式会社の否定に結
びつ くのではないのか。それは付与するに足 りない企業に株式会社を与えたことか ら生 じた問
題ではないのか。法人格否認説が主張 され,問 われていること自体,こ の国の株式会社をめ ぐ
る議論の異常 さではないのかといいたい。悪用,乱 用されることのなるべ く少ない法律の在 り
方を求めるのは,立 法の際の原点ではないのかといいたい。
安定性,持 続性,継 承性。企業形態の歴史が何故合名会社,合 資会社,有 限会社,そ して株
式会社 を次々とより高次の方式 を選んで発達 してきたかをた どれば その個人企業の持つ一代
限 りの,継 承性,相 続性の難 しいなかでなるべ く存続す る方式 として探 し出 してきた知恵だっ
'たのではな
いのか。それはこうしたヨーロッパに発達 してきた企業形態を知らなかった日本で
もその知恵の成果の一端は"イ エ制度"で はなかったのかといいたい。一歩一歩営業の基盤
をつ くりなが らコッコッとその足場 を固めていく。3年5年10年 。一代で業 をなしえたとし
ても人生50年といわれた時代であれば,仕 事に携わることができた年限 とて自ずか ら限られ
る。25年,30年も続けば,そ れで も長 くその地にあって業を営み信頼 を重ねていけば,例 え
どんな商いであっても信用 をつ くりあげていったにちがいない。だが,ビジネスはいつだって,
規模が大 きくて も小 さくて も一にも二に もこの信用をお互いの基礎 として成 り立っているので
はないのか,な かったのか。品質の良 し悪 しを判別する能力が買い手,消費者に備わっていな
かった時代には,そ の商品を扱 っている店に,人 に,そ の家に信用,信 頼をおいていたのでは
なかったのか。あの店で扱っている品物 はしっかりした製品だ,信 用がおける。一代でつ くり
あげた ビジネスを二代 目,三代 目に継承 していく。継承する者 にきびしい教育を施 して,家 制
度 とて長 く継承 した部分には,た しかに多 くの犠牲のうえに成 り立っていたとはいえ,ビ ジネ
スの面でo;継続性,伝 統の中に多 くの信用,信頼をおいていたのではなかったのか。経済活動
を広くみれば,成熟 した経済社会にあってはそうした部分が多 くを占めているのではないのか。
その継承性 を持 ち続ける体制づ くりは,経 済活動にあっておそらく原点ではないのか。社会の
安定性 を思えば おそらく地域性 を持つ ことをかえって特徴 とする部分は,大 企業 とて踏み入
ることので きない,共 存する部分ではないのか。
さらにいえば,譲 渡制限株式,一 部乃至全部の譲渡制限株式は,本 来からいって,株 式会社
の本質にかかわるゆえに,そ れは株式会社の否定ではないのか。「株式会社がその発行する全
部又は一部の株式の内容 として譲渡による当該株式の取得について当該株式会社の承認を要す
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る旨の定めを設 けている場合における当該株式をいう。」(2条十七)160万名という株主が一
堂に会 して会議 を開 く,明 らかに形骸化 して しまった株主総会であるがゆえに無議決権 をもつ
くってしまったことについてはそうせざるを得ない現実か,と 認めつつも(そ れでも電磁的記
録の方式を通 じて,わ か りやす くいえばインターネット上で株主総会 を開催することも可能で
はないかと読んでいるフシも見受けられる。劉 会社法の改正にかかわった方々に聴 きたい。
株式会社 とは何か,と 。何がゆえに経済活動の分野で株式会社制度が選ばれて発達 してきたか
を。未上場,公 開予定の株式会社 にその準備期間として,敢 えていえば一定の期間,年 限を付
して譲渡制限は認めても,あ るべ き株式会社の杢来の姿ではないのではないのか。むしろかか
わって問えば,明 らかにその規模,業 績について上場会社,公 開会社 と変 らずに株式会社 を名
乗っている閉鎖会社に公開会社,上 場会社 になることを求めるべ きではないか,と いいたい。
最近2006年に入ってか ら,出 光興産が上場された。サ ン トリー,竹 中工務店 も東京証券取引
所がむしろ上場を求める株式会社ではないのか。株主か らの承認の請求としているこの譲渡に
かかわる 「他人に譲 り渡そ うとするときは(中 略)承 認をするか否かの決定 をすることを請求
す ることがで きる。」(136条)とある。なぜ,有 限会社 を廃止 して しまったのかと問いたい。
137条とてその表裏の関係。思えば有限会社 と株式会社 を広 く認めて しまっていたことが,税
制面についてみてもさほ どの差をも持ち得なかったということであろうか。私企業 として発展
してきた企業も株式会社形態 を選んだことも手伝 ってその規模を増 してきた。そのことはそれ
だけ高い社会性をもったことでもある。そのかぎり,証券市場 とて社会性の一面である。上場
していない株式会社 に求めるのはそうした社会性で もあろう。大企業,巨 大企業 とその社会的
影響力の大きい企業 には社会性が広 く求め られている。公開会社,上 場会社 にすることは,そ
のか ぎり社会性の原点,イ ロハであるといってよいのではないのか。それは証券市場にこそ求
めたい。
証券市場についてでも地方市場が開設されているにも拘わらず,中 央に,東 京に,就 中,東
証一部に上場が取引高が集中する。何故か。勿論,上 場基準が東証の場合 についてみれば,か
つては明らかに地方市場に比べて緩かったことも起因している。この上場基準は今 日ではほぼ
共通の基準になっているが,東 証一部上場株式であること自体が信用 を供 していたことも否定
で きないのではないのか。それ以外 にも,戦後にあって も本社を東京 ・銀座,東 京 ・丸の内,
東京 ・日本橋にお くことを信用の証 しに求めた時代 もある。大阪であって も御堂筋に本社,本
店 を構 える,中 之島にお くことをよしとした時代 もある。それはあながち否定できることでは
なかったのではないのか。 日本の特異な現象 として中央集権化,大 都市への集中,さ らにいえ
ば大都市圏,東 京,大 阪,名 古屋等。その中心部。なかでも土地の時価表示で発表されるのに
したがえば 大都市の繁華街の限定された土地は,特 権財であ り,それを保有 しているだけで
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も高額の不動産価値,担 保価値 を持つことに結びつ く。そこに自前の本社ビルを持つ,そ れだ
けで も信用の証 しになったのではないのか。今 日ではビルは高層化 し,賃貸 とて自由,い や自
社 ビルを売却 したり,不動産の証券化,負 債の証券化 さえなされる時代ゆえ明らかに変化 した
と思われるが,そ うした信用が使われた時代 もあったことは間違いない。今 日では株式会社 に
信用 を供 しているのは市場,証 券市場ではないのか,と いいたい。だからこそ証券市場の上場
基準,監 視機能は しっかりとしたものが求められているといいたい。株価への影響が及ぶ こと
に神経質な証券市場関係者はその改革への手 を積極的に行 なおうとしない。いつ も後手にま
わっているのではないのか。体制 をしっか りとした ものにすることは今 日広 く求められ,急 務
と思われる。事後処理にまわるのではなく,事件がお きてからその処理に追われて手を打つの
ではな しに:積 極的に立ち向かうべ きではないか。
株式の額面価額,発 行株式数 そ して資本金がい くらであるかは,こ の株式の額面価額に発
行済み株式数を乗ずれば,現 在の資本金がいくらであるか,そ の肇行済み資本金の額は容易に
は じき出す ことができた。それは授権資本制度の下にあっても公称資本金がい くらであるかは
容易にはじき出すことができた。株式に無額面株が登場 し,時価発行が可能 とな り,その2分
の1は資本組み入れ,こ の辺のところまではそれでも少 し苦労 しなが らも株式 と発行株式総数
と資本金との結 びつ きは明 らかにで きた。今度の会社法はこれがで きないのだ。これ とて混乱
のはじまりは 「1円会社」の導入によるのではないのか。 これは明 らかに株式会社その ものの
否定であると声 を大にして叫びたい。
それでも探 らなければならない。株式会社の資本金はどうするのか,株 式との関係はどうな
るのか,株 式の価額はどうやって決 まるのか。「株式会社の資本金の額は,こ の法律に別段の
定めがある場合 を除き,設 立又は株式の発行 に際 して株主となる者が当該株式会社に対 して払
込み又は給付 をした財産の額 とする。」(445条)こで もこの ようにして資本金の額は確定で
きるというものの,そ の金額がいくらか,そ の結びつ きは不明,そ れ以上にこの条文で も資本
金が株式 と関わるとは一言 もふれていない。一体株式 とは何なのか。そ もそも株式 とは何かと
問いたい。資本金の細分化 された一片 をもって株式 と呼び,こ れまで も呼 んできたのではな
かったのか。持分証券ではないのか。この結びつきが今度の会社法では切れている。明示 して
いない。
株価 はどうやって決まるのか。それとて明 らかではない。こうであろうと推測する以外にな
いのではないのか。その一つが 「株主の責任 は,そ の有する株式の引受価額を限度 とする。」
'
(104条)によって,株 式 と株主との責任の関係,さ らには何株であれ株式の引受価額 との関
連で株価が想定できるというものであ る。2分の1相応分 だけでも足 りるとする,す なわち,
その2で 「前項の払込み又は給付に係る額の二分の一を超えない額 は,資 本金 として計上 しな
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いことができる。」(445条2)どうしてその2分の1は資本金 として計上する,とできないのか。
しないことができる。 しなければならない。こういう文章とい うか条文が何 と多いことか。そ
うでなければ命ずることができる,やはりそうだ,超えてはならない,定めなければならない。
世の中の人間はすべて法律家ではない。子 を育てる親に してみても,朝 から晩まで してはなら
ない,こ うしろとばかり叱っていたら子供のよさは果 して発揮できるのか,い や萎縮 して能力
を伸ばすことに結びつかないのではないのか。それは親子の関係のみならず新 しい企業 を起 こ
そ うとする,い わばベンチャー育成であって も同様ではないのか。全 く放任にしろとい ってい
るのではない。 ミニマム,最 小限これだけのルールは守 りなさい,約 束事は社会で生 きてい く
かぎり当然ですよ,念 をおすのはその基本の部分ではないのか。それは人のお世話になるけれ
ど,最低限の約束は守 ります よ。人さまの厄介になることを前提 としている株式会社は,敢 え
ていえばその人 というのは旧知の間柄の人だけでなしに,全 く見ず知 らずの人々であってもお
世話になることを前提にした,許 容 した企業形態が株式会社ではないのか,と いいたい。
「株式会社の資本金の額は,こ の法律に別段の定めがある場合を除 き,設立又は株式の発行
に際 して株主 となる者が当該株式会社 に対 して払込み又 は給付 をした財産の額 とする。」(445
条)こ の条文でようや く株主 と資本金の関係が明 らかになる。それでは株主が払込んだ分ある
いはそれに相応 した給付 を供出とい うか金銭に代る分 として資産価値のあ るものを出 した場
合,そ れ らがすべて資本金ととってよいのか,と いうといやそうで もない。
資本金に関する条文が,扱 いがこんなうしろにきていること自体が,今 回の会社法の在 り方
を物語っているのではないのか。資本金の扱いの軽視である。何度で も主張を繰 り返 したい。
株式会社は何 よりも資本会社である。すべてはここに起因する。この論稿で主張 したいことと
てそれに尽きる。だが,そ れが株式会社の本質ではないのか。合名会社数5,939,合資会社が3
万2,746とそれに対 して株式会社104万2236社,旧有限会社142万7,697社という。24)事業所 レ
ベルと結びつけてみれば,そ の実数は株式会社で約75万5千社,旧 有限会社で約85万社 とも。
何故,こ のいびつな企業形態の普及の在 り方 を問わないのか。 しか も合名,合 資会社 とてその
大部分は明治期 に成立 した会社。会社 はすべて株式会社であるかのように容認 してきた事実を
整理することこそ新 しい会社法に求め られた課題ではなかったのか。「現実化」は片仮名表記
を平仮名表記に変えたことぐらいしか意味 を持っていないのか。この放任状態に,無 法状態に
近い現状にメスを入れるのであれば,な るべ く現実に適 う形式,実 質を伴 う形式にすることこ
そが生 きた法律にすることに結 びつ くのではないのか。こういうことが続 くかぎり,日本人の
法意識は生活の中に融け込 まないのではないのかといいたい。民間任用の裁判官制度さえそう
思えば私は危惧する。明 らかに定着 をみるのは容易なことではない,と 。なるべ く近づかない
にこしたことはない,と 。
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「株主の責任は,そ の有する株式の引受価額を限度とする。」(104条)これが有限責任 に相
応する規定であるとみるべ きであるが,責 任の範囲,限 度を 「引受価額」 としていることが曖
昧 さの一因。明 らかに変動 しうることを認めている。したがって予め確定することはできない。
おそらく引受の度毎にその価額は変化するとみておかなければならない。何 と不確かな責任の
限度かといいたい。何故,最 低額さえはず して しまったのか,と 。
「発起人は,株 式会社の成立の時に,出 資の履行 をした設立時発行株式の株主 となる。」(50
条)こ の条文でわれわれは出資と株主の関係を明らかにしているととるべきであろうか。それ
に してもこの成立時にあっても出資=株 主と資本金 との関係は不明なのだ。繰 り返す。立法化,
法改正にかかわった方々に問いたい。何故,株 式会社に したのか,と 。何故会社にせず,株 式
会社 にこだわったのか,と しつこ く問いただ したい。
「設立時発行株式の総数は,発 行可能株式総数の四分の一 を下ることができない。ただ し,
設立 しようとする株式会社が公開会社でない場合は,こ の限 りでない。」(37条3)公開会社で
ない場合 はその限 りでないと限度はつ くものの,こ こに授権資本制度を認めることがで きる。
さらにいえば,今 度の会社法は株式会社の中心になっている公開会社,上 場会社が中心ではな
く,規模 の小 さい組織 までをも包含 しようとしたのではないか,と 。
「…発起人は,出 資の履行 をした種類の設立時発行株式一株につ き一個の議決権 を有する。
ただし,単元株式数を定款で定めている場合には,一 単元の種類の設立時発行株式につ き一個
の議決権 を有する。」(45条2)この条文で議決権について一株一議決権であ り,場合 によって
はそれが単元株 に変ることも,この部分は従来通 りとみてよいのではないのか。さらにいえば,
ここで次の条文 もみておくべきであろう。「種類株式発行会社が公開会社 である場合において,
株主総会において議決権 を行使することができる事項について制限のある種類の株式(以 下 こ
の条 において 「議決権制限株式」 という)の 数が発行済株式の総数の二分の一を超えるに至っ
たときは,株 式会社は,直 ちに,議 決権制限株式の数 を発行済株式の総数の二分の一以下にす
るための必要な措置をとらなければならない。」(115条)これで株式会社の面 目を保つとい う
ことか,原 則議決権のあるものを株式とするということであろう。おそらくここでいう 「議決
権を行使することができる事項について制限のある種類の株式」には自己株式 も含まれている
とみるべ きであろう。ス トック ・オプションを導入 したこともあって,そ れまで禁止 されてい
たこの自己株式の保有の解禁に踏み切った。私は当初より疑問を持っていた。慎重論 というよ
りは,む しろ反対,導 入反対論者である。た しかにアメリカでの動向に動かされて多 くの先進
工業国がこの方式を導入 していった。なかにはそれによって取締役に高額の報酬が入ったケー
スもある。だが,導 入後の日本についてみれば いくつかの代表的企業にあってもこの 自己株
式で保有 している比率が最大の株主あるいは大株主の上位になってきている。それは明 らかに
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株価を引き上げることに結 びついていることをみておかなければな らないのではないのか。す
でにアメリカにあって もこの自己株式については見直 しもはじまっているときく。果たしてど
うか。
3.2QO6年会 社法(2)
取締役について次の条文 をみる。「取締役は,定 款に別段の定めがある場合を除き,株 式会
社(取 締役会設置会社 を除 く。以下 この条において同じ。)の業務 を執行する。」(348条)と
ある。ここでみるかぎり,取締役が業務の執行にあたることを明言 している。さらにその取締
役が2人以上いる場合には業務上の決定は取締役の過半数によって決定するとある。(348条2)
合議体を持っていな くて も取締役は協議 したうえで,多 数決主義50%以 上での可否の決定を
求めている。一.支 配人の選任及び解任,二,支 店の設置 移転及び廃止,三 としている部分
は株主総会召集に関する事項(348条3)はこれらの決定を協議によることを求めている。
この条文で除いている取締役会を設置 している株式会社の場合,こ こに課せ られた職務に以
下を挙げている。(362条2)
一.取 締役会設置会社の業務執行の決定
二,取 締役の職務の執行の監督
三.代 表取締役の選定及び解職
こうみて くれば,合 議体である取締役会 を持つ株式会社は公開会社であ り,しか も株式譲渡
制限のつかない会社 というように しぼ られて くるのではないのか。そこには取締役会にあって
小委員会(監 査役会,指 名委員会,報 酬委員会)が 設置され,そ れぞれの委員会は3人以上で
構成 され,半 数以上が社外取締役であることを求めている。(400条)果た して社外取締役 は
この国で定着す るのであろ うか。私 はかな り懐疑的。疑問 をもつ。1950(昭和25)年の商法
改正 によってもこの方式は導入可能であった。 しか し,この国ではさほど普及 しなかった。取
締役会 と執行役 との分離方式 さえ,ど こまで浸透するか疑問である。業界についてかなりの熟
知 した知識や情報が求め られること,加 えてそれに見合 う人材の市場が発達 しているとは思え
ない現状にあること,さ らに基本的には企業が組織で動いていることを思えば,外 部の人間が
何処 までその組織の中に入 り込むことがで きるかはそうたやすいことではないのではないか。
前の商法にもその条文 はあったが,今 度の会社法にも,会社の使用人にかかわって,「支配
人」の項が条文にある。(10条,支配人)「会社 は,支 配人 を選任 し,その本店又は支店にお
いて,そ の事業 を行わせ ることができる。」』さらに加 えて次の条文ではこの支配人にかなり大
きな権限を与えている。つまり 「支配人は,会 社に代 わってその事業に関する一切の裁判上又
は裁判外の行為 をする権限を有する。」(11条)たしかに会社が法人であることの辛 さは訴 え
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られても,訴 える側にまわっても法人が歩いて裁判所に出向 くわけにはいかない。だがその法
人格 を担 う会社の代理人なのだか ら責任はかな り重いとみるべきではないのか。さらに加 えて
条文は 「2.支配人は,他の使用人を選任 し,または解任することができる。」(11条)さらに 「3.
支配人の代理権に加えた制限は,善 意の第三者に対抗することができない。」(11条)とある。
ここでいう使用人は被雇用者,従 業員 を指すのであろうか。資本側,雇 用者,つ まりは経営に
責任を負っている側の代表者を指 しているのが,こ の支配人なのであろうか。株主総会の意を
受けて,取締役ない しは取締役会が,現実には業務 を執行ない しは業務執行の決定にかかわる。
そのメンバーの一員か と思 うとそ うではないようだ。 とい うのは取締役の決定する権限に も,
取締役会が決定する項 目にも 「支配人の選任及び解任」(348条3の一)「支配人その他の重要
な使用人の選任及び解任」(362条4の三)が 入っているから,取締役ではない らしい。 どうも
判然 としない。おそらく ドイツ株式法にみるProkuristからもってきた方式をそのまま踏襲 し
ているのではないかと思 うが,ど うも今一つ明 らかでない。具体的にどういう職位にある人物
を指 しているのであろうか。 ドイツにあってはこのProkuristは明 らかに重い責任を負 ってい
る。誰かも明示 している。なった人間 も自分がかつてProkuristであったことを経歴に加える。
かつては会社の支配人は小 さな会社の場合 よく使われた。実状はどうなのか。今一つ判然 とし
ない。ハ ンコのない社会では明らかに法人サイ ドのサインをする人の代名詞でもある。われわ
れは代表取締役 と同一ととってよいのであろうか。代表権 と結びついているのであろうか。関
連 していえば,今 度の会社法にあっても社長,副 社長 という用語が出て くるのは次の条文だけ
である。「株式会社 は,代 表取締役以外の取締役に社長,副 社長その他株式会社 を代表す る権
限を有するものと認められる名称を付 した場合には,当 該取締役がした行為について,善 意の
第三者に対 してその責任を負 う。」(354条)今度の会社法の条文に社長,副 社長の用語を見出
すのはここだけである。それは旧商法にあっても同様一ヶ所だけであった。 しか も社長,さ ら
には銀行でいえば頭取,副頭取等 について,おけともおくことともおかなければならないとも,
社長 とは,頭 取 とはこうい う役職の者 をい うとは何 もない。法律 と現実との乖離を表す,端 的
な例ではないのか。社長がこの国ほど頻繁に使われる国はない。何か言及があってもよかった
のではないのか。法で認めないとい うのであれば,そ れについてはっきりと断を下すのも一つ
の方法である。それ以上にそのことは法人格を認めることと結 びつけて考えれば,合 議体中心
に,つ ま りは取締役会 を中心に業務上の責任 を明確 にす ることこそ求め られるのではないの
か。合議体の代表者ではないのか。
「取締役は,株式会社 を代表する。」(349条)とあるから,取締役 はきわめて重要 な役割を担っ
ている。そのこと自体は前の商法の場合であっても同様 その選任権が株主総会にあることも
明示 している。(341条)株主の議決権の半数以上の出席での過半数の議決権 による選出 とし
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ている。だが,こ こでも定款に議決権の3分の2以上で株主総会は成立するとすれば それで
もよい,と,さ らにはその3分の2以上での成立 とした場合,議 決の比率については過半数以
上 と決めることができるとしている。これとて定款の自治を認めた一例なのであろうか。だが,
このところ明らかになって きている株主数が彪大になるにつれて掌握 しきれていない株主が多
数存在する,と いう。新 日鉄の場合,そ の数2万名に及ぶとまで報 じている。(日本経済新聞,
2006年10月25日,1面)会社法は株主の復権 を叫ぶが如 く,株主の権利 を重視 しているよう
に も思 える。「株式会社は,株 主を,そ の有する株式の内容及び数に応 じて,平 等 に取 り扱わ
なければならない。」(109条)それは大 きく議決権の有無にかかわる平等な扱いであろう。
株主総会のことにかかわっていえば,今 度の会社法に したがえば 一体誰がその総会の議長
になるのであろうか。株主総会の議長にかかわる条文は315条にあるが,そ こでは権限につい
て述べ られているだけである。
会社法の 「現代化」 とは片仮名 を平仮名口語文になおすことだったのか。現代化は現代語化
だけだったのか。実質改正を作業を行 ったとい う,「最近の社会経済情勢の変化 に対応するた
め」と。それは本当になされたのであろ うか。「1人会社」を法認することによって,株 主1
名から1,252,562名(日本電信電話株式会社,2006年3月)を同 じ株主総会で決議 を諮ろうとす
ること自体,無 謀ではないのか。それは同様に 「1円会社」の資本金から,9,379億6,500万円
のNTTま で一緒に括 って しまうことについて も同様である。明らかに質のことなる対象を別
個に扱うのは,何 ごとによらず考えなければならない原点ではないのか。
資本の額の決定,そ の資本,剰 余金,純 資産について,デ ラウェア会社法は次のように規定
している。少 し長いがみておきたい。
「会社 は,そ の取締役会の決議 により,会社が随時発行する株式につき会社が受領する対価
の一部のみが資本 となることを決定す ることができる;た だ し,発行された株式の一部が額面
株式である場合には,対 価のうち資本 と決定 される部分の額は,そ のような対価 で発行 された
額面株式の券面総額 をこえなければならないが,発 行 されたすべての株式が額面株式である場
合 には,対 価のうち資本 と決定される部分の額は,そ の株式の券面総額に等 しいことのみを必
要とする。そのような各場合において,取 締役会は,対 価の資本 となる部分 を ドルで特定 しな
ければならない。取締役会が(1)現金に対 して発行 される会社の株式の発行の時に,ま たは
(2)現金以外の財産に対 して発行 される会社の株式の発行の後60日以内に,そ の株式の対価
の どの部分が資本となるかを決定 しなかったときは,そ の株式に関する会社 の資本は,そ の額
面株式の券面総額に等 しい額にその無額面株式の対価の額を加 えた額 とする。無額面株式に関
して対価の うち資本 と決定される額は,そ の株式の表示資本 となる。会社の資本は,会 社の純
資産のうちそのように資本と決定された額 をこえる部分が資本勘定に組み入れられるべ きこと
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を指示する取締役会の決議により,随時増加することができる。取締役会は,純 資産のそのよ
うに組み入れ られた部分が,会 社の指定 された種類の株式に関して資本 として取 り扱われるべ
きことを指示することができる。特定の時において会社の純資産がその ように資本 と決定 され
た額 をこえる超過額があるときは,そ の額は剰余金となる。純資産は,総 資産が総負債をこえ
る額 を意味する。資本および剰余金は,こ の目的のためには負債ではない。」25)
§154.Determinationofamountofcapita:;capital,surplusandnetassetsdefined,
Anycorporationmay,byresolutionofitsboardofdirectors,determinethatonlyapartof
theconsiderationwhichshallbereceivedbythecorporationforanyofthesharesofits
capitalstockwhichitshallissuefromtimetotimeshallbecapital;but,incaseanyofthe
sharesissuedshallbeshareshavingaparvalue,theamountofthepartofsuchconsideration
sodeterminedtobecapitalshallbeinexcessoftheaggregateparvalueofthesharesissued
forsuchconsiderationhavingaparvalue,'unlessallthesharesissuedshallbeshareshaving
aparvalue,inwhichcasetheamountofthepartofsuchconsiderationsodeterminedtobe
capitalneedbeonlyequaltotheaggregateparvalueofsuchshares.Ineachsuchcasethe
b6ardofdirectorsshallspecifyindollarsthepartofsuchconsiderationwhichshallbe
capital.Iftheboardofdirectorsshallnothavedetermined(1)atthetimeofissueofany
sharesofthecapitalstockofthecorporationissuedforcashor(2)within60daysafterthe
issueofanysharesofthecapitalstockofthecorporationissuedforpropertyotherthancash
whatpartoftheconsiderationforsuchsharesshallbecapital,thecapitalofthecorporation
inrespectofsuchsharesshallbeanamountequaltotheaggregateparvalueofsuchshares
havingaparvalue,plustheamountoftheconsiderationforsuchshareswithoutparvalue .
Theamountoftheconsiderationsodeterminedtobecapitalinrespectofanyshareswithout
parvalueshallbethestatedcapitalofsuchshares,Thecapitalofthecorporationmaybe
increasedfromtimetotimebyresolutionoftheboardofdirectorsdirectingthataportionof
thenetassetsofthecorporationinexcessoftheamountsodeterminedtobecapitalbe
transferredtothecapitalaccount.Theboardofdirectorsmaydirectthattheportionofsuch
netassetssotransferredshallbetreatedascapitalinrespectofanysharesofthe
corporationofanydesignatedclassorclasses.Theexcess,ifany,atanygiventime,ofthe
netassetsofthecorporationovertheamountsodeterminedtobecapitalshallbesurplus,
Netassetsmeanstheamountbywhichtotalassetsexceedtotalliabilities .Capitaland
surplusarenotliabilitiesforthispurpose.26)
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ここでは 「その株式の対価のどの部分が資本 となるかを決定 しなかったときは,そ の株式に
関する会社の資本は,そ の額面株式の券面総額に等 しい額にその無額面株式の対価の額 を加 え
た額」としていることによって,株 式 と出資額の結びつ きはかなり求めることがで きるのでは
ないのか。その後の部分で も資本,純 資産,剰 余金の関係は明 らかと思われる。額面が出て く
るだけで も根拠 は求めてい くことができる。今度の会社法はそれ さえないのだ。
「株主は,そ の有す る株式を譲渡することができる。」(127条)こ に株式の譲渡性 をみる
ことができる。これは株式会社 を成 り立たせている重要な要件の一つではないのか。何故,株
式会社が広 く発達 してきたか,そ の究極の理由を求めていけば,こ の譲渡自由性,そ れに加え
て,よ り多 くの機会を提供するところとなった市場一証券市場の成立,発 達に多 く拠っていた
のではなかったか。それは有限会社 よりもそれゆえ一層発達 したのだということがで きる。い
や有限会社はむしろ有限責任の部分 を残 しなが らも,規模に上限を求め,限 られた範囲での譲
渡 自由に特徴 を求めていった企業形態であった ことは認めることがで きるのではないのか。
1937年以来導入されていたこの有限会社 も既存のものを残 したまま,合 同会社にとってかわ
ることとなった。新聞の報ずるところによれば,合 同会社の設立は2006年5月の会社法施行以
来3ヶ月余で1,000社を越 えたと伝えている。(日本経済新聞,2006年10月25日。)有限会社 と
同様に会社が負 う債務については有限責任ゆえ出資額の範囲で責任を負 うことは変らない。有
限会社の場合 よりも組織運営や利益配分に自由裁量が多 くなったことはた しかであろうが,
チェック機能の甘 さというか厳格 さをさほど求めていないことをみれば,明 らかに小規模企業
向けの形態 といってよい。む しろ規模 に応 じて企業形態を選択できることは求める方向であろ
う。
「株 主は,そ の有する株式 に質権を設定することがで きる。」(146条)これが株式が有価証
券であるとする根拠であろう。おそらく今度の会社法の中で株式が有価証券であることを指 し
ているのはこの条文であろう。ペーパー レスにかわれば,そ れとて株式名簿の記載 を根拠にし
た権利 になるにちがいない。だが,上 場 しているか否かによって,こ の一枚の紙切れが数倍,
数十倍,い やそれ以上に高騰 もすれば,倒 産でもしようものなら全 くの紙切れになって しまう
ことも,紛れ もない現実であることを会社法ははっきりと今や明示 してお く時にさしかかって
いるのではないのか。十分に株式について知る人たちだけが株式 を保有 した り,保有 しようと
しているわけではない。低金利の時代になればなるほど,証券会社は株式への投資を呼びかけ
る。そ してその有利 さを宣伝する。だが,元 本保証のないことさえ果 して徹底 しているのかと
いいたい。今やそれさえ会社法の説明責任ではないのか。
「株主は,代 理人によってその議決権 を行使することがで きる。」(310条)繰り返すが株式
保有の代理人に虚偽 としているのに対 して,そ れと比較すれば法人所有の株主に議決権 を認め
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ることは矛盾ではないか,と いいたい。今やこの現象が例外ではないのだ。法人が,機 関が株
式所有者 であることにおいてである。今手元にある資料。 ドイツ銀行2004年版は,2004年6
月2日,フ ランクフル トで株主総会に出席 した株主は,前年より500人少ない5,100人が出席 し,
「32%を若干下 回る議決権 が行使 された」(2003年38.8%)と報 じている。(ドイッ銀行,
DeutscheBank,Geschaftsberichte:2004)資本金13億9,200万ユーロ(約2兆 円),発 行済株式
総数5億4β85万4246株。その内訳は82%が銀行を含む機関投資家。残 り18%が個人投資家 と
みている。より詳細には保険会社,投資信託会社13%,その他の機関投資家69%,給与所得者,
年金受給者8%。その他個人10%としている。 しかも5%以上保有する大株主はいないとして
いる。「議決権行使の割合いが前年 より低下 した主な理由は,自 社株買戻 しにより,法律上議
決権 を行使で きない自社株式 を当行が5%超保有 していたことによる。株主総会への参加率の
低下は,2004年の大手 ドイツ企業一般 に見 られる現象であった。」 としている。(同,報告書
24頁)株主数は2004年度を通 じて約35,000人減少 し,それで も約468,000人とい う。 その中で
の株主総会出席者5,100人であ る。 この事実から何 を読みとるか。何 よ りも株 式保有比率の
82%が機関投資家であ ることではないのか。 ドイツ銀行は株式資本の地域分布 も示 している
が,そ れによると ドイッが49%,海外51%とすでに国外の比率が半数以上 を占めている。海
外の機関投資家 もその代表が株主総会に積極的に参加 したとある。(同,報告書 より。24-25
頁。)議決権の代理行使である。こうした現象はNTTの 株主数 約120万人の場合 とて同様
であろう。その場合であって も株主総会 に5,000人も集まったのであろうか。株主=投 資家
ρ まりはその多 くが配当と株価にしか関心 を持たない部分に変 り,大部分がおそ らくNTTの
場合にも想定できるところであって,機 関投資家の比率はどれ ぐらいなのか。70%,80%とい
う数値は明らかにその在 り方が,株 主の在 り方が今や 自然人でなく,法人,機 関投資家である
ことをつきつけているのではないのか。「会社珠」の立法化で問うべ きはこの部分ではなかっ
たのか。
公開会社,上 場 している株式会社についてみれば,大 株主としてその名を連ねているのは法
人 機 関と思われる何 らかの組織 による保有が圧倒的な比率を占めている。銀行,損 害保険
生命保険,信 託口,資 産管理投資信託,資 産管理信託 預金保険機構,地方 自治体,政 府,宗
教法人,学 校法人,そ して最近顕著なのが外国人保有とされる海外の銀行,機 関,フ ァンド ・
マネー,そ して自社,自 己株口である。 自然人である人間が大株主に名を連ねている例は,創
業者型が強 く残る株式会社 には勿論多 くみるところであるが,大 規模化 した企業 にあっては ト
ヨタ,松 下,ソ ニー,ホ ンダ,キ ャノンなどの例を拾 ってみても大株主としてその名を見出す
ことはきわめて難 しい。その株主には議決権が与えられ,株 主総会においてその議決権を行使
することができる。とみて くれば 今 日の株主総会にあって株式所有の大半を比率の うえで占
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めるのは自然人としての個人ではな く,法人,機 関であって,その出席者 とて したが って法人,
機関の代理人である。勿論 自社株保有についての議決権は認め られていない。だが,こ うし
た法人,機 関が例外的現象ではなく,主要な担い手になっている現状 をみれば,株主総会の復
権をはかる前に,そ の在 り方にこそメスを入れるべ き時ではないかとも思われる。株式保有の
比率が単に株主総会の議決を決するのに有効であるのみならず,支 配証券の性格 をも時 として
発揮することを思えばなおのことではないかと思われる。特に最近の例にみる村上 ファンドの
ようなケースは,な お投資の運用を依頼 された代理人である。それが4,000億円に ものぼる資
金を動かす。 トヨタ自動車の発行済資本金が3,970億5千万円。ホンダ(本 田技研工業)が860
億6,700万円。富士重工業が1,537億9,500万円 と比較 してもその動かす資金量がいかに巨額 に
のぼっているかその現実をみる。それがM&Aの 市場にさえ入 り込んで くるのである。それは
明らかに株式の保有の変質 した側面ではないのか。
「公益 を確保するため会社の存立を許すことがで きない と認めるとき」(824条)裁判所はそ
の会社に対 して解散命令 を出す ことができる としている。これは新 しく入った条文ではないの
だろうか。その設立に 「不法な 目的」があったとみなされたとき,さ らには 「成立の日から」
としている。設立ではない,い や成立とどうちが うのか,正 当な理由な しに事業を始めなかっ
たり,休 んだままだった り(二),さ らには,明 らかに 「法令若 しくは定款で定める会社の権
限を逸脱 し若 しくは濫用する行為又は刑罰法令に触れる行為」(三)が 「業務執行取締役,執
行役又は業務を執行する社員」(三)に認め られた場合,裁 判所は解散命令を下す ことがで き
るとしている。その時点 を特定することは容易なのであろうか。「公益を確保するため」をど
の程度で行使するのであろうか。資本金に重 きをおかないで株主の有限責任さえここではどこ
まで問うことができるのかと思う。この条文はそれ とも 「1円会社」導入の,代 償なのか。
4.結 び に か えて
「会社は,法 人 とする。」(3条)この法人格であることをもって今度の会社は法人実在説に
立っているとみてよいのであろうか。一見 したところ,こ の条文は重 く受けとめるべ きだと写
る。 だが,今 回の会社法は株式会社法ではな くして,も っと広 く捉えた合名会社,合 資会社そ
れに合同会社,株 式会社 を含んでの会社法である。子会社,親 会社,公 開会社,大 会社,規 模
や業種の如何 を問わず会社と名のつ くものをすべて包み込みなが ら,その条文のほ とんどが株
式会社にかかわる内容に終始 している。「会社がその総株主の議決権の過半数を有する株式会
社」(2条三,子 会社)実 態は親会社の一事業部と何 ら変 りない。それで も法人格 を持つ株式
会社か ら,「株式会社 を子会社 とする会社その他の当該株式会社の経営 を支配 している」(2条
四,親 会社)そ うした親会社,公 開会社,さ らには大会社,そ れにならえばさらに大きな巨大
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会社 までこの会社法の中に取 り込 もうとしているのではないのか。今 日,事業所を持つ とされ
た株式会社,そ の数74万5.000社の,お そらくその実態は所有者型企業の法人擬制説に立たざ
るを得ない,あ るいは争って も法人格否認説 に落ち着かざるを得ないのが,そ の90%近い比
率ではないのかと思われる。法人格 を持つ組織は,法 人実在説に立つことを求めているのでは
ないのか。何故 そこに一線 を画す作業を加えなかったのであろうか。何故大錠をふるええな
かったのか,と 問いたい。
株式と社債の接近,多 くの種類を持つ株式,そ れは社債 とて同様といってよい。 さらに株式
の保有形態が多様化していること,の みならずそれがふえたとはいえ個人株主を上回る勢いで
規模 を大 きくしていること,機関投資家に分散 されるそれらとてその内実 をみれば多 くの個人
によっていることそれ も否定できない。企業 自身をみても資金需要に迫 られた時,即 座に株主
=出資者によるとはいいきれない。資本コス トの計算を考える。 さらに今 日の経営活動にあっ
てはこの資本を必要としない業務範囲が拡大 していることがあげられる。その多 くは規制緩和
が加 えられた ことにもよっている。 日本の 自動車 メーカーがお しなべてその部品 を他に委ね
る,外 製比率70%近い状況が物語っているように今 日では製造業にあっては70%近くが請負,
業務委託によっている,そ れが現実である。 さらにリース,レ ンタルに加えてかつては固定資
産 とみな された設備 ・備品で さえもその多 くは消耗品扱 いとなってなお拍車をかけていると
いってよい。現代企業 におけるそ うした変化 を認めないわけではない。それで も現代企業がす
ぐれてその企業形態に株式会社 を選択 して きたのは,何 よりも多 くの見ず知 らずの者からも資
金の提供 をうけること,そ の裏付けを株式 という細分化 した証券の形をとって資本に信用の基
礎 をおいて きたからではなかったのか。その本質 を見失 うことな く,求め られる改革は何か,
しっか りと肝に銘ずべ きではないのか。
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